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令和６年第２回大玉村議会定例会会議録 

 

第１日  令和６年６月１８日（火曜日） 

 

 １．応招（出席）議員は次のとおりである。 

    １番 舘 下 憲 一   ２番 渡 邊 初 治   ３番 菅 原 貴 子 

    ４番 渡 邉 啓 子   ５番 斎 藤 信 一   ６番 松 本   昇 

    ７番 本 多 保 夫   ８番 佐 原 佐百合   ９番 鈴 木 康 広 

   １０番 須 藤 軍 蔵  １１番 武 田 悦 子  １２番 押 山 義 則 

 ２．不応招（欠席）議員は次のとおりである。 

    な し 

 ３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席を求めた職員。 

村 長 押 山 利 一 副 村 長 武 田 正 男 

教 育 長 渡 辺 敏 弘 
総 務 部 長 
兼 総 務 課 長 押 山 正 弘 

住民福祉部長 作 田 純 一 産業建設部長 菅 野 昭 裕 

政策推進課長 鈴 木 真 一 税 務 課 長 菊 地   健 

住民生活課長 後 藤   隆 健康福祉課長 安 田 春 好 

産 業 課 長 藤 田 良 男 建 設 課 長 杉 原   仁 

環境保全課長 伊 藤 寿 夫 
会 計 管 理 者 
兼 出 納 室 長 菊 地 美 和 

教育総務課長 橋 本 哲 夫 生涯学習課長 渡 辺 雅 彦 

農 業 委 員 会 
事 務 局 長 神野藤 浩 和   

 ４．本会議案件は次のとおりである。 

    会議録署名議員の指名 

    会期の決定 

    諸般の報告 

    行政報告 

    議案の一括上程（議案第３５号から議案第４７号及び報告第１号） 

     議案第３５号 大玉村税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求める 

            ことについて 

     議案第３６号 令和５年度大玉村一般会計補正予算の専決処分の承認を求める 

            ことについて 

     議案第３７号 大玉村国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

     議案第３８号 平成２３年東日本大震災による被災者に対する村民税、固定資 

            産税及び国民健康保険税の減免に関する条例の一部を改正する 

            条例について 
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     議案第３９号 大玉村家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

            条例の一部を改正する条例について 

     議案第４０号 大玉村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介 

            護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関 

            する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

     議案第４１号 大玉村指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

            を定める条例の一部を改正する条例について 

     議案第４２号 大玉村地域包括支援センター設置条例の一部を改正する条例に 

            ついて 

     議案第４３号 大玉村包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の一部 

            を改正する条例について 

     議案第４４号 令和６年度大玉村一般会計補正予算について 

     議案第４５号 令和６年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算について 

     議案第４６号 令和６年度大玉村介護保険特別会計補正予算について 

     議案第４７号 令和６年度消防小型動力ポンプ積載車購入に係る物品売買契約 

            について 

     報告第 １号 令和５年度大玉村繰越明許費に係る繰越計算書について 

    提案理由の説明 

    請願・陳情について（委員会付託） 

 ５．本会の書記は次のとおりである。 

    議会事務局長 矢崎由美、書記 齋藤智、三瓶隆弘、鈴木裕也 
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会 議 の 経 過 

 

○議長（押山義則） おはようございます。令和６年第２回６月定例会が招集されました

ところ、出席ご苦労さまでございます。ただいまの出席議員は、１２名全員でありま

す。定足数に達しておりますので、令和６年第２回大玉村議会６月定例会を開会いた

します。 

（午前１０時００分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） これより本日の会議を開きます。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

   今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第１２５条の規定により、７番本多保夫

君、８番佐原佐百合君を指名いたします。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第２、会期の決定を議題といたします。 

   議会運営委員会委員長の報告を求めます。１０番。 

○議会運営委員長（須藤軍蔵） おはようございます。 

   令和６年第２回６月定例会に当たりまして、さきに閉会中の継続調査としておりま

した今期定例会の会期日程等について、去る６月１４日午前１０時より第１委員会室

におきまして議会運営委員会を開催し、調査をいたしましたので、その経過と結果に

ついて、以下、ご報告を申し上げます。 

   委員会は、議長出席の下、全委員出席、さらに当局から総務部長の出席を求め、提

出議案の概要の説明を受け、会期及び会議日程等について、次のように決定をいたし

ました。 

   今期定例会に提出されます事件は、村長提出の議案等１４件で、その内容は、専決

処分の承認案２件、条例改正案７件、補正予算案３件、契約案件１件、報告１件の、

合わせて１４件であります。 

   また、今期定例会の一般質問者は９名であります。 

   以上のことから、会期につきましては、本日６月１８日から２１日までの４日間と

決定をいたしました。 

   また、日程、会議区分及び議事内容については、 

   本日１８日 本会議 村長の行政報告、議案の一括上程、提案理由の説明、請願及 

             び陳情の委員会付託、委員会 

   ６月１９日 議案調査のため休会 

   ６月２０日 本会議 一般質問 ７名 

   ６月２１日 本会議 一般質問 ２名、議案審議、付託事件の委員長審査報告及び



 

- 4 - 

 

審議、閉会中の継続調査申出という日程で行います。 

   以上のように、委員会として全委員一致をもって決定いたしましたので、何とぞご

審議の上、ご賛同を賜りますようお願いを申し上げまして、報告といたします。 

○議長（押山義則） お諮りいたします。 

   会期については、ただいま議会運営委員会委員長報告のとおり決定するにご異議ご

ざいませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（押山義則） 異議なしと認めます。 

   よって、会期については、ただいま議会運営委員会委員長報告のとおり決定しまし

た。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第３、諸般の報告を行います。 

   諸般の報告につきましては、例月出納検査報告について、今定例会までに受理した

請願・陳情の報告について、説明員の報告についてであり、内容は配付いたしました

報告書のとおりであります。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第４、村長より行政報告を求めます。村長。 

○村長（押山利一） ご苦労さまでございます。 

   本日、第２回定例会の招集をお願いいたしましたところ、議員の皆様方には何かと

ご多忙の中ご出席を賜り、提出案件のご審議を賜りますこと、感謝を申し上げます。 

   今次定例会に当たり、現時点における本年度の事務事業につきましては、お手元に

配付の別紙をもって行政報告とさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第５、議案第３５号から議案第４７号及び報告第１号を一括上

程いたします。 

   事務局職員に議案を朗読させます。事務局。 

○書記（三瓶隆弘） 別紙議案書により朗読。 

○議長（押山義則） 事務局職員の朗読が終わりました。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第６、村長より提案理由の説明を求めます。村長。 

○村長（押山利一） 本定例会における提出議案は、専決処分２件、条例改正案７件、補

正予算案３件、その他１件、報告１件、合わせて１４件であります。 

   それでは、議案第３５号、大玉村税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を

求めることについて申し上げます。 

   本案につきましては、地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）が

令和６年３月３０日に公布され、原則として同年４月１日から施行されたことに伴い、

大玉村税条例について改正が必要になったため、令和６年４月１日付で本条例の一部

を改正する条例を専決処分したのでご報告し、承認を求めるものであります。 
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   なお、今回の改正は、固定資産税における令和６年度評価替えと令和６年度分の個

人の村民税の特別税額控除が主なものとなっております。 

   改正の内容について申し上げます。 

   第３４条の７につきましては、寄附金税額控除に関する規定で、公益信託の見直し

に伴う所得税法の規定の見直しにより、所要の改正を行うものであります。 

   第５１条につきましては、村民税の減免に関する規定で、職権による減免を可能と

する規定を追加するものであります。 

   第５６条につきましては、固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告に関する規定で、法律の改正に合わせて改正するものであります。 

   第７１条及び第１３９条の３につきましては、固定資産税の減免及び特別土地保有

税の減免に関する規定で、第５１条と同様に職権による減免を可能とする規定を追加

するものであります。 

   附則第４条の２につきましては、単に課税標準の計算方法を定めるものであり、条

例の性格を踏まえ削除するものであります。 

   附則第７条の５から附則第７条の８までにつきましては、令和６年度分及び令和

７年度分の個人の村民税の特別税額控除に関する規定で、それぞれ新設するものであ

ります。 

   附則第８条につきましては、肉用牛の売却による事業所得に係る村民税の課税の特

例に関する規定で、個人の村民税の特別税額控除に関して、特別税額控除額の算定に

用いる所得割の額について、当該規定の適用後のものとなるよう読替規定を追加する

ものであります。 

   附則第１０条の２につきましては、法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める

割合に関する規定で、それぞれ法律の改正に伴い所要の改正を行うものであります。 

   附則第１０条の３につきましては、新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告に関する規定で、認定長期優良住宅に係る特例

について、申告書の提出がない場合でも、一定の要件に該当すると認められる場合に

は特例を適用できることとする規定を第３項として新設し、第９項から第１４項まで

は、地方税法施行規則附則の改正による項ずれに伴う改正であります。 

   附則第１１条から附則第１５条までは、固定資産税及び特別土地保有税に関する規

定で、令和６年度評価替えに伴い、それぞれ適用年度を更新するものであります。 

   附則第１６条の３から附則第２０条の３までは、それぞれ上場株式等に係る配当所

得等、土地の譲渡等に係る事業所得等、長期譲渡所得、短期譲渡所得、一般株式等に

係る譲渡所得等、先物取引に係る雑所得等、特例適用利子等及び特例適用配当等並び

に条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の村民税の課税の特例、いわゆる分

離課税に関する規定であり、附則第８条と同様に、個人の村民税の特別税額控除に関

して、特別税額控除額の算定に用いる所得割の額について、当該規定の適用後のもの

となるよう読替規定を追加するものであります。 

   次に、附則第１条では施行期日を、附則第２条では村民税に関する、また附則第
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３条では固定資産税に関する経過措置について定めるものであります。 

   以上、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づく専決処分をしたので、同条第

３項の規定により報告をし、承認を求めるものであります。 

   次に、議案第３６号、令和５年度大玉村一般会計補正予算の専決処分の承認を求め

ることについて申し上げます。 

   予算書のほうの専決の予算書をお開きください。 

   今回の補正は、令和６年３月２９日付をもって専決処分による補正予算の編成をし

たものであります。 

   それでは、補正予算書１ページをお開き願います。 

   補正予算第８号は、繰越明許費の追加であります。 

   ２ページをお開きください。 

   第１表繰越明許費補正は、年度内に竣工の見込みのない広葉樹林再生事業費１件を

追加するものであります。 

   以上、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づく専決処分をしたので、同条第

３項の規定により報告をし、承認を求めるものであります。 

   それでは、議案第３７号。 

   また議案書のほうにお戻りください。 

   議案第３７号、大玉村国民健康保険税条例の一部を改正する条例について申し上げ

ます。 

   本案につきましては、国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令

第１７号）が令和６年１月２６日に公布され、令和６年４月１日から施行されたこと

に伴い所要の改正を行うとともに、令和６年度国民健康保険税本算定課税に係る税率

の改正を行うものであります。 

   政令の関係部分の改正内容について申し上げます。 

   社会保険方式を採用する医療保険制度では、保険税負担は負担能力に応じた公平な

ものである必要がありますが、受益との関連において、被保険者の納税意欲に与える

影響や、制度及び事業の円滑な運営を確保する観点から、被保険者の保険負担に一定

の限度額を設けており、国民健康保険税においては、その額は政令で定められており

ます。 

   国民健康保険税の賦課限度額につきましては、令和５年度に２万円引き上げられた

ところでありますが、保険税負担の公平性の確保及び中低所得層の保険税負担の軽減

を図る観点から、令和６年度においても後期高齢者支援金等賦課額に係る賦課限度額

を２２万円から２４万円に２万円引き上げられました。 

   また、保険税負担能力が特に不足している被保険者を救済するため、世帯の所得が

一定額以下の場合には、応益割に係る保険税について軽減が行われております。低所

得者に対する軽減措置については、経済動向等を踏まえ、生活水準が変わらなければ

引き続き軽減を受けることができるよう、軽減判定所得の算定における被保険者の数

に乗ずべき金額を、５割軽減については２９万円から２９万５，０００円に、２割軽
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減については５３万５，０００円から５４万５，０００円にそれぞれ引き上げられま

した。 

   この改正を受け、第２条第３項の後期高齢者支援金等課税額の上限を２万円引き上

げ２４万円に、第２１条第１項第２号の５割軽減では、軽減判定所得の算定における

被保険者の数に乗ずべき金額について５，０００円を引き上げ２９万５，０００円に、

同第３号の２割軽減では１万円を引き上げ５４万５，０００円とするものであります。 

   なお、税額算定の案分率である所得割の税率、均等割額及び平等割額については、

医療費が増加傾向にある中、将来にわたる医療費の増高に対応するため少しずつでも

引き上げていくことが特別会計と目的税の趣旨から必要とされるところですが、新型

コロナウイルス感染症蔓延による経済的影響及び世界情勢の不安定化による農業者を

含む個人事業者の事業不振や非正規労働者の不安定な労働環境、実態、さらには物価

全般が上昇傾向にあった中、令和２年度に大幅に税率を引き下げ、令和３年度から令

和５年度にかけてほぼ据置きとし、基金取崩しにより補塡を行ってきた結果、基金の

残高が年々減少する傾向にありました。 

   令和６年度においては、前年度に大きく落ち込んだ課税標準額がほぼ例年並みに回

復し、今後の国保運営の基盤を確保するための基金の回復を図るとともに、社会保障

費に加え、電気料金を含め物価全般が上昇傾向にある中、按分率を応能割

４９．７１％、応益割５０．２９％として、軽減が適用される応益割の割合を若干増

やすとともに均等割額及び平等割額を前年同額とし、これにより算定した１人当たり

の算定額は１１万２１４円で前年同額、１世帯当たりは１６万２６２円で１．５％の

減としたところであります。 

   次に、議案第３８号、平成２３年東日本大震災による被災者に対する村民税、固定

資産税及び国民健康保険税の減免に関する条例の一部を改正する条例について申し上

げます。 

   本案につきましては、平成２３年東日本大震災による被災者に対する国民健康保険

税の免除措置等に対する国の財政支援が延長され、令和６年度においても措置される

こととなり、条例改正の必要が生じたことから、本条例の一部を改正する条例を定め

るものであります。 

   改正の内容について申し上げます。 

   国民健康保険税に係る減免規定に第４条の１３を新たに追加するもので、減免の内

容につきましては、上位所得層を除く被保険者で、旧避難指示区域等に居住していた

ために避難を行っている世帯は全額を、旧避難指示区域等に居住していたために避難

を行っているが、平成２７年中に指定が解除された地域に居住していた世帯は半額を、

上位所得層の被保険者で、令和５年４月２日以降、令和５年度に指定が解除された旧

特定復興再生拠点区域に居住していたために避難を行っている世帯は令和６年４月分

から９月分までに相当する月割算定額を、帰還困難区域に居住していたために避難を

行っている世帯は全額を、それぞれ免除するものであります。 

   なお、これら規定により減免する国民健康保険税相当額については、令和６年度の
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特別調整交付金により財政支援を受けることとなります。 

   附則では、施行期日及び適用について定めるものであります。 

   次に、議案第３９号、大玉村家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、保育士・保育従事者の配置基準

を改正するものであります。 

   改正内容についてご説明申し上げます。 

   小規模保育事業及び事業所内保育事業所における保育士・保育従事者の配置基準に

ついて、満３歳以上満４歳未満の児童は、現行おおむね２０人につき１人以上の配置

となっているところ、おおむね１５人につき１人以上の配置と改正するものでありま

す。 

   また、満４歳以上の児童については、現行おおむね３０人に１人以上の配置となっ

ているところ、おおむね２５人に１人以上の配置と改正するものであります。 

   次に、議案第４０号、大玉村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための

厚生労働省関係省令の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第１６１号）に基

づき、本条例の一部を改正するものであります。 

   主な改正について申し上げます。 

   厚生労働省令の一部改正に伴い、特定の記録媒体以外の幅広い媒体の使用を可能に

するための文言の改正であります。 

   次に、議案第４１号、大玉村指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、前議案と同様であります。 

   次に、議案第４２号、大玉村地域包括支援センター設置条例の一部を改正する条例

について申し上げます。 

   本案につきましては、介護保険法（平成９年法律第１２３号）の一部改正に伴い、

適用条項の条ずれを改正するものであります。 

   次に、議案第４３号、大玉村包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例について申し上げます。 

   本案につきましては、介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第６１号）に基づき、本条例の

一部を改正するものであります。 

   改正の主な内容について申し上げます。 

   第４条につきましては、人材確保が困難となっている状況を踏まえ、地域包括支援
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センターの職員の配置基準を緩和するほか、各条項等において適用条項の条ずれを改

正するものであります。 

   続きまして、議案第４４号から議案第４６号、令和６年度各会計補正予算について、

概要のみご説明申し上げ、詳細につきましては総務部長に説明をさせます。 

   それでは、議案第４４号、令和６年度大玉村一般会計補正予算についてご説明を申

し上げます。 

   補正予算書１ページをお開き願います。 

   今回の補正は、緊急性、重要性を勘案した予算の編成をしたものでありまして、既

定の予算の総額に歳入歳出それぞれ６，７９０万１，０００円を追加し、予算の総額

を４３億９，３５２万６，０００円とするものであります。 

   第２条では、４ページに記載のとおり、地方債の補正について定めたものでありま

す。 

   次に、議案第４５号、令和６年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算について申

し上げます。 

   ２５ページをご覧ください。 

   今回の補正は、本年度における保険税や各種納付金等の精査を行い、その結果に基

づき調整を行ったものであります。 

   本算定に基づく保険税につきましては、前年度繰越金を充当することにより、保険

税率は前年度と比べて１人当たりは増減なし、世帯当たり１．５％の減とし、被保険

者の負担を抑えられるよう、所要の措置を講じた予算の編成をしたものであります。 

   その結果、既定の予算の総額に歳入歳出それぞれ２５９万７，０００円を追加し、

予算の総額を８億４００万７，０００円とするものであります。 

   次に、議案第４６号、令和６年度大玉村介護保険特別会計補正予算について申し上

げます。 

   ３３ページをご覧ください。 

   今回の補正は、国庫負担金等の交付決定に伴う財源の調整等を行い、既定の予算の

総額を変えない編成をしたものであります。 

   次に、議案書のほうにお戻りください。５８ページになりますね。 

   議案第４７号、令和６年度消防小型動力ポンプ積載車購入に係る物品売買契約につ

いて申し上げます。 

   第５分団１方部配備の小型動力ポンプ付積載車（１９９９年式）１台につきまして、

消防車両の更新計画に基づき更新を行うものであります。 

   入札につきましては、去る５月２７日に指名競争入札により実施し、眞柄防災株式

会社が９６８万円で落札し、同日付で物品売買仮契約を締結したものであります。 

   積載車については、道路運送車両法及び道路運送車両の保安基準に適合した緊急自

動車として承認が得られるものであることが条件となり、四輪駆動、自動変速機能な

どを装備し、消防車両としての塗装や赤色回転灯、電子サイレン、その他の資機材を

搭載するための艤装措置を必要とするため、納入期限を令和７年２月２８日としてお
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ります。 

   以上、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規

定により、議会の議決を求めるものであります。 

   次に、報告第１号、令和５年度大玉村繰越明許費に係る繰越計算書については、資

料をご覧願います。 

   以上のとおり、提案理由の説明を申し上げました。何とぞよろしくご審議賜ります

ようお願い申し上げます。 

○議長（押山義則） 総務部長。 

○総務部長兼総務課長（押山正弘） 命により、議案第４４号から議案第４６号、令和

６年度各会計補正予算についてご説明を申し上げます。 

   補正予算書をご覧いただきたいと思います。 

   初めに、議案第４４号、令和６年度大玉村一般会計補正予算について申し上げます。 

   それでは、補正予算の主な内容について、歳出からご説明を申し上げます。 

   １２ページをお開き願います。 

   款２総務費は、総額２，６４５万円の補正計上であります。 

   以下、主な事務事業等について申し上げます。 

   一般管理費の事項①三役、職員の人件費及び庁内一般管理に要する経費は、本年

１０月の児童手当制度改正に伴う職員支給分に係るシステム改修業務委託料５５万円

を補正計上し、既定額との調整により、合わせて１１万円の減額計上であります。 

   文書広報費の事項①行政組織連絡及び広報紙発行等に要する経費は、平成２２年

４月から１６４回にわたり広報おおたまに長年寄稿いただいている「おおたま野の花

おりおり」を冊子にまとめるための経費として３７４万円の補正計上であります。 

   財産管理費の事項③ふれあいセンター管理運営に要する経費は、ふれあいセンター

３施設に防犯カメラを設置するための工事費１１５万５，０００円の補正計上であり

ます。 

   企画費の事項③公共交通の運行に要する経費は、国庫補助を活用し、ＡＩによるデ

マンドタクシー予約配車システム構築業務委託料６００万円の補正計上であります。 

   事項⑤定住促進対策に要する経費は、６団地２２区画を対象とした定住促進住宅団

地造成事業補助金１，１００万円の補正計上であります。 

   下段から１４ページにかけての国内外交流費の事項①国内外交流事業に要する経費

は、マチュピチュ村との友好都市締結１０周年記念事業に係る県補助金の内示を受け、

事業経費５９万４，０００円の補正計上であります。 

   １４ページをお開き願います。 

   下段の款３民生費は、総額１，５１５万７，０００円の補正計上であります。 

   社会福祉総務費の事項⑦物価高騰対応重点支援給付金に要する経費は、住民税非課

税世帯等を対象とした給付金の支給に係るシステム改修業務委託料１１５万

５，０００円などの事務経費として、合わせて３９２万２，０００円の補正計上であ

ります。 
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   １６ページをお開き願います。 

   障がい者福祉費の事項③障害者総合支援法に要する経費は、消費税の課税対象であ

ることが判明した障がい者相談支援事業委託料に係る本年度分の消費税相当額３３万

７，０００円と、過去５年分の消費税相当額１７２万７，０００円など、合わせて

２１６万４，０００円の補正計上であります。 

   １８ページをお開き願います。 

   款６農林水産業費は、総額１，４９４万４，０００円の補正計上であります。 

   農業振興費の事項③産業振興センターの管理運営に要する経費は、施設の指定管理

受託者である村づくり株式会社に常勤の職員を置くための経費として、指定管理業務

委託料５００万円など、合わせて５６３万８，０００円の補正計上であります。 

   中段の畜産業費の事項②堆肥センターの運営に要する経費は、国庫補助金等を活用

した自走式堆肥散布機マニアスプレッダの購入経費９３０万６，０００円の補正計上

であります。 

   款７商工費は、総額２８４万２，０００円の補正計上であります。 

   商工振興費の商工業の振興に要する経費は、宴会部門を担う大玉村商工会ルーラル

おおたまの充実強化を図るための関係経費を含め、合わせて２７４万２，０００円の

補正計上であります。 

   ２０ページをお開き願います。 

   款８土木費は、総額２６６万２，０００円の補正計上であります。 

   道路新設改良費の道路新設改良に要する経費は、国の社会資本整備総合交付金の内

示に伴う財源調整であります。 

   下段の住宅管理費の事項④空き家改修に要する経費は、空き家改修等支援事業補助

金２３０万円の補正計上であります。 

   款９消防費の消防施設費、消防施設の整備に要する経費は、第４分団１方部の屯所

整備に係る分筆測量業務委託料５０万円の補正計上であります。 

   ２２ページをお開き願います。 

   款１０教育費は、総額２１９万７，０００円の補正計上であります。 

   事務局費の事項②教委事務局の管理運営に要する経費は、物価高騰に伴う保護者負

担増等全額を対象とした学校給食費補助金５１万円の補正計上であります。 

   中段の体育施設費の事項②プール・テニスコートの管理に要する経費は、テニスコ

ート防風ネット修繕費や村民プール循環ろ過装置修繕費などの施設修繕料９５万

５，０００円の補正計上であります。 

   款１４予備費は、財源を調整し、３１４万９，０００円の補正計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   ８ページをお開き願います。 

   款１５国庫支出金の民生費国庫負担金は、低所得者保険料軽減強化事業費２７７万

１，０００円の補正計上であります。 

   総務費国庫補助金は、デマンドタクシー予約配車システム構築業務委託料に充当と
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なるデジタル田園都市国家構想交付金３００万円や、物価高騰に係る学校給食費補助

金に充当となる物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（推進事業）１，０９６万

円など、合わせて１，９０５万９，０００円の補正計上であります。 

   民生費国庫補助金は、子ども・子育て支援事業費で２８３万円の増額、土木費国庫

補助金は、社会資本整備総合交付金で１，６７４万２，０００円の減額計上でありま

す。 

   農林水産業費国庫補助金は、堆肥センターマニアスプレッダ購入経費に充当となる

国内肥料資源活用総合支援事業費４１８万５，０００円の補正計上であります。 

   款１６県支出金の民生費県負担金は、低所得者保険料軽減強化事業費１３８万

５，０００円の補正計上であります。 

   総務費県補助金は、国内外交流費のマチュピチュ村との友好都市締結１０周年記念

事業に係る県補助金の内示を受け、地域創生総合支援事業費１４万５，０００円の補

正計上であります。 

   １０ページをお開き願います。 

   総務費委託金は全国家計構造調査市町村交付金７，０００円、土木費委託金は一級

河川管理費４万円の補正計上であります。 

   款１９繰入金は、財政調整基金取崩しで４，０００万円、農業振興基金取崩しで

５１２万１，０００円の補正計上であります。 

   款２２村債の土木債は８６０万円、消防債は５０万円の補正計上であります。 

   以上、大玉村一般会計補正予算についてご説明申し上げました。 

   次に、議案第４５号、令和６年度大玉村国民健康保険特別会計補正予算について申

し上げます。 

   それでは、補正予算の内容について、歳出よりご説明を申し上げます。 

   ３０ページをお開き願います。 

   款１総務費の一般管理費、国保事務一般管理に要する経費は、マイナンバーカード

と健康保険証の一体化に係るシステム改修業務委託料２３１万円を含め、合わせて

２８４万円の補正計上であります。 

   款３国民健康保険事業費納付金の医療給付費分は１１万９，０００円の増額、後期

高齢者支援金等分は１５万円の増額、介護納付金分は５４万１，０００円の減額計上

であります。 

   これらは、いずれも県納付金の納付額確定に基づく計上であります。 

   予備費は、財源を調整し、２万９，０００円の補正計上であります。 

   続きまして、歳入についてご説明申し上げます。 

   ２８ページをお開き願います。 

   款１国民健康保険税の国民健康保険税は、医療給付費分で５８１万８，０００円の

増額、介護納付金分で２４９万８，０００円の減額、後期高齢者支援金分も８５６万

３，０００円の減額計上であります。 

   款２国庫支出金の社会保障・税番号制度システム整備費は、２６０万９，０００円
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の補正計上であります。 

   款３県支出金の保険給付費等交付金は、特別交付金２３万１，０００円の補正計上

であります。 

   款６繰越金は、前年度剰余金見込額５００万円の補正計上であります。 

   以上、大玉村国民健康保険特別会計補正予算についてご説明を申し上げました。 

   次に、議案第４６号、令和６年度大玉村介護保険特別会計補正予算について。 

   それでは、補正予算の内容について、歳出よりご説明を申し上げます。 

   ３８ページをお開き願います。 

   款２保険給付費の居宅介護サービス給付費は、財源調整であります。 

   続きまして、歳入についてご説明を申し上げます。 

   ３６ページをお開き願います。 

   款１介護保険料は、低所得者保険料軽減強化事業の取り組みにより、特別徴収保険

料で５１４万９，０００円、普通徴収保険料で３９万４，０００円と、いずれも減額

計上であります。 

   款７繰入金の低所得者保険料軽減事業繰入金は、５５４万３，０００円の補正計上

であります。 

   以上、大玉村介護保険特別会計補正予算についてご説明を申し上げました。 

   以上のとおり、令和６年度各会計に係る補正予算について、提案理由の説明を申し

上げました。よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（押山義則） 提案理由の説明が終わりました。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 日程第７、請願・陳情について、常任委員会付託を行います。 

   ３月定例会以降、今定例会までに受理した請願・陳情は、お手元にお配りいたしま

した写しのとおり、請願第１号及び請願第２号の２件、陳情第４号及び陳情第５号の

２件であります。 

   お諮りいたします。 

   議長から所管の常任委員会に付託したいと思います。 

   これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（押山義則） 異議なしと認めます。 

   議長から所管の常任委員会に付託をいたします。 

   配付いたしております付託表のとおり、請願第１号及び請願第２号、陳情第５号を

総務文教常任委員会に、陳情第４号を産業厚生常任委員会に付託いたします。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（押山義則） 以上で日程による議事が終了しましたので、本日の会議を閉じ、散

会いたします。ご苦労さまでした。 

（午前１０時４４分） 


